
 

 

第１５号様式 

様式第二号の八 

様式第二号の十三 

（第１面） 

産業廃棄物処理計画書 

  令和５年６月３０日 

 

甲府市長         殿 

 

提出者                          

住 所 山梨県甲府市〇〇町〇〇 

氏 名 〇〇株式会社 

        代表取締役 〇〇〇〇     

（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号 〇〇〇―〇〇〇〇―〇〇〇〇     

  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12 条第９項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他 

その処理に関する計画を作成したので、提出します。 

事 業 場 の 名 称  〇〇株式会社 〇〇支店 

事 業 場 の 所 在 地  山梨県甲府市〇〇町〇〇 

計 画 期 間  令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

当該事業場において現に行っている事業に関する事項 
 

① 事 業 の 種 類 建設業 総合工事業 

② 事 業 の 規 模 元請完成工事高 〇〇億円 

③ 従 業 員 数 〇〇人 

④産業廃棄物の一連

の処理の工程 

・汚泥 

  自社で中間処理（脱水） → 処理業者へ委託 

・木くず 

  自社中間処理 → （再生利用残）委託処分 

・廃プラスチック類 

  再生利用業者へ委託 → 減量として再資源化 

記 載 例 
共通 

第１面～第４面 
様式第二号の十三につきましては、記
例中の「産業廃棄物」を「特別管理産
業廃棄物」に読み替えてください。 

社印、代表者印等は押印しないで下さい。 法人の名称及び法人の代表者又は処
理計画の作成単位である事業場代表
者等について正確に記入してくださ
い。 

事業場の名称には産業廃棄物（特別管
理産業廃棄物）を実際に排出している
事業場名（建設業の場合は支店名等）
を記入してください。 

建設業で事業場の名称を支店等にした
場合は、支店等の所在地を記入してく
ださい。 

日本標準産業分類上の業種（中分類ま
で）を記入してください。 

該当する事業場又は支店等の正社員及
び常勤関係職員数（医療機関の場合は
医療従事者及び非医療従事者数）を記
入してください。 

当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から
最終処分が終了するまでの一連の処理の工程（当該処理を
委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入。 
書ききれない場合は「別紙のとおり」とし、別紙に記入。 



 

 

（第２面） 

産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項 

 

（管理体制図） 

 

 

 

 

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和４年度）実績】       

産業廃棄物の種類 汚泥 木くず 廃プラスチック類 

排 出 量 ５０００ｔ １０００ｔ ５００ｔ 

（これまでに実施した取組） 

工法の見直しを進め、前々年度に比べて廃棄物発生量を削減してい

る。 

 

 

 

 

②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類 汚泥 木くず 廃プラスチック類 

排 出 量 ３０００ｔ ７００ｔ ３００ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

更なる工法の見直しを行い、余分な資材の搬入を防ぐなどし、廃棄

物の発生量を抑制する。 

 

 

 

 

産業廃棄物の分別に関する事項 

 

①現状 

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組） 

がれき類、廃プラスチック類の分別を実施するとともに、他の廃棄

物が混入しないように保管している。 

 

②計画 

（今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組） 

上記の取り組みを継続していく。 

 

管理体制図には役職名と産業廃棄物
処理に係る役割を記載する。既存資
料の添付可（個人名は記入しないで
ください） 
書ききれない場合は、別紙を添付し
てください。 

前年度排出した全ての種類を記載し
てください。 
種類が多い場合は、「別紙のとおり」
とし、別紙一覧表を作成し添付して
ください。（以下同様） 
取組内容については、現在実施して
いる取組みの内容を具体的に記載し
てください。 
（以下、分別、自ら処理及び委託処
理に関する事項についても同様） 

産業廃棄物の種類ごとに、当該計画書の計画期間における目標量を記載してください。 
計画については、当該処理計画書の計画期間で自ら取組み、及び将来的に実施する予定のあ
る場合はその取組み内容について具体的に記載してください。（以下、分別、自ら処理及び委
託処理に関する事項についても同様） 



 

 

（第３面） 

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和４年度）実績】 

産業廃棄物の種類 木くず  

自ら再生利用を行つた 

産業廃棄物の量 
５００ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

自社施設で木くずを粉砕し、木材チップとして利用している。 

 

 

②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類 木くず  

自ら再生利用を行う

産業廃棄物の量 
６００ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

今後も同様の取り組みを行い、再生利用量を増やしていく。 

 

 

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和４年度）実績】  

産業廃棄物の種類 汚泥  

自ら熱回収を行つた

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

自ら中間処理により減量した  

産業廃棄物の量 
４６００ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

汚泥の脱水を実施している。 

 

 

 

②計画 

【目標】   

産業廃棄物の種類 汚泥  

自ら熱回収を行う

産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

自ら中間処理により減量する  

産業廃棄物の量 
２７００ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

上記の取り組みを継続していく。 

 

 

 

自社で直接（中間処理を行わず）再生
利用した産業廃棄物及び自社で中間処
理した後に自社で再生利用した産業廃
棄物について記載してください。 

焼却・脱水等の中間処理によって、廃棄物の重量を減ら
した場合は、減らした重量を記入してください。 
（中間処理前の重量から中間処理後の残さ量を引いた数
量を記入してください。） 

自社の焼却施設で熱回収(燃焼できる廃棄物を
熱得ることに利用すること)を行っている場合
は、熱回収に利用した廃棄物の量を記入してく
ださい。（焼却前の重量を記入してください。） 



 

 

（第４面） 

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和４年度）実績】 

産業廃棄物の種類   

自ら埋立処分又は 

海洋投入処分を行つた 

産業廃棄物の量 

ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

なし 

 

 

②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類   

自ら埋立処分又は 

海洋投入処分を行う 

産業廃棄物の量 

ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

なし 

 

 

産業廃棄物の処理の委託に関する事項 

 ① 現状 

【前年度（令和４年度）実績】  

産業廃棄物の種類 汚泥 木くず 廃プラスチック類 

全 処 理 委 託 量 ４００ｔ ５００ｔ ５００ｔ 

 

優良認定処理業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ  

再生利用業者への 

処 理 委 託 量 
４００ｔ ５００ｔ ５００ 

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ  

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量 

ｔ ｔ  

（これまでに実施した取組） 

・再生利用が可能な廃棄物は業者に再生利用を委託している。 

・マニフェストによる最終処分の確認を徹底するとともに、処理業 

者の適正処理を現地訪問で確認している。 

 

 

 

 

自社で直接（中間処理を行わず）
行う産業廃棄物の自社の処分場へ
の埋立処分又は海洋投入処分した
産業廃棄物及び自ら中間処理した
後に自社で行う産業廃棄物の自社
処分場への埋立処分又は海洋投入
処分した産業廃棄物について記載
してください 

様式第二号の十三につ
きましては、「又は海洋投
入処分」の部分を削除し
た形で読み替えてくださ
い。 

再生利用業者へ処理を委託した
量について記入してください。 

認定熱回収業者へ委託を行っ
た場合に記載してください。 

認定熱回収業者以外で、熱回収 
を行っている業者に委託して熱 
回収を行った場合の処理委託量 
を記入してください。 

優良認定処理業者へ委託を行っ
た場合に記載してください。 



 

 

第１５号様式 

様式第二号の八 

（第５面） 

 ②計画 

【目標】 

産業廃棄物の種類 汚泥 木くず 廃プラスチック類 

全 処 理 委 託 量 ３００ｔ １００ｔ ３００ｔ 

 

優良認定処理業者への

処 理 委 託 量 
３００ｔ ｔ ｔ 

再生利用業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ １００ｔ ３００ｔ 

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ ｔ 

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量 

ｔ ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

・可能な限り優良認定処理業者や再生利用業者に委託する。 

・定期的に委託先処理業者を訪問し、処理状況を確認する。 

 

 

 

※事務処理欄 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第二号の十三（特別管理産業廃棄物の場合） 

（第５面） 

 ②計画 

【目標】 

特別管理産業廃棄物の種類 廃酸 廃アルカリ 

全 処 理 委 託 量 ４０ｔ ２０ｔ 

 

優良認定処理業者への 

処 理 委 託 量 
４０ｔ ２０ｔ 

再生利用業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量 

ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

・可能な限り優良認定処理業者や再生利用業者へ委託する。 

・委託先処理業者には定期的に現地確認を実施する。 

 

 

 

 

 

電子情報処理組織の使用

に関する事項 

【前年度（令和４年度）実績】 

特別管理産業廃棄物 

排 出 量 

（ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。）  

７０ｔ  

（今後実施する予定の取組等） 

・令和５年度中に電子マニフェストへの加入を行い、併せて電子マニ 

フェスト対応処理業者との委託契約を行う。 

 

 

 

 

※事務処理欄   

 


